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り評価できる。今後は、この状態を維持・管理しつつ、必要があれば最新の情

報収集伝達システムに更新していくなどしていく必要がある。  

  

【意見】  

住民への配信としては、防災無線のほかは、住民向け防災ポータル、Yahoo！

防災速報、登録制メール、緊急速報メール、市ＳＮＳ、ＦＭさせぼ等である。 

主に携帯電話により市民が情報を受信するものが多く、今後、利用者のニーズ

に重複が生じてくる可能性もある。緊急情報伝達手段を複数確保することは重

要であるが、利用者ニーズが重複するもの（登録制メールと市ＳＮＳ等）につ

いては、今後、時代の流れに合わせて利用者数が多いサービスに注力し、最終

的なサービスの統廃合も視野に検討していくことが望ましい。  

 

【評価】  

佐世保市では、一般世帯であれば佐世保市内に住民票があり、かつ居住して

いる世帯であれば、特にその他の条件はなく戸別受信機を貸与することができ

る（佐世保市防災行政無線戸別受信機の貸与に関する要綱第３条）。また、聴覚

障害を理由として身体障害者手帳を持っている者がいる世帯用の文字表示型

の戸別受信機も貸与の対象である。貸与の対象を限定しておらず、幅広い市民

が情報伝達手段を確保することができ、評価できる。  

また、戸別受信機貸与制度の周知については、市のホームページでの情報提

供のほか、①制度開始時の市内全世帯への案内郵送、②市広報誌への定期的掲

載（２０２３（令和５）年度６月、８月、３月）、③転入時手続案内文書への掲

載、④講習会等での周知、⑤町内会放送の活用など幅広く行われており、この

点も評価できる。  

 

イ 維持管理等  
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佐世保市は上記の情報収集伝達システムを維持管理等するため、以

下のとおりの防災行政無線難聴地域対策事業を行っている。  

 

年

度  
契約名 期間(自) 期間(至) 

整 備

対象  
内容  契約金額 

R1 

小佐世保

１局防災

行政無線

スピーカ

ー変更工

事  

2019.10.28 2020.1.31 

屋 外

拡 声

子局  

（ 小

佐 世

保 １

局）  

防災行政無線屋外拡声

子局（小佐世保１局）の

レフレックススピーカ

ー２台を長距離伝送ス

ピーカーへ変更するも

の。  

1,265,000 

R1 

相浦地区

防災行政

無線屋外

拡声子局

移設工事 

2019.9.5 2019.12.16 

屋 外

拡 声

子局  

（ 新

田 １

局）  

旧相浦地区公民館に設

置されている防災行政

無線屋外拡声子局１基

（新田１局）の移設を

行うもの。 

2,582,800 

R2 

大塔地区

防災行政

無線屋外

拡声子局

整備工事 

2020.10.20 2021.3.17 

屋 外

拡 声

子局  

（ 増

設）  

大塔町に防災行政無線

屋外拡声子局１基を増

設するもの。 

5,167,800 

 

また、２０２３（令和５）年度には以下のとおりの契約にて維持管理

費用を支出している。  

 

Ｎ

ｏ  
契約名  

契 約 金 額

(税込 ) 
契約先  

契 約

方法  

指

名

業

者

数  

入

札

参

加

者

数  

辞

退

者

数  

予 定 価 格

(税込 ) 

最 低 制 限 価

格 (税込 ) 
契約内容  

１  

佐世保市（旧市

域）デジタル同報

系無線システム

整備工事実施設

計業務  

16,610,000  

東 京 テ レ メ

ッ セ ー ジ

（株）  

指 名

競争  
2  2  0  16,613,850  13,296,130 

旧 市 域 の

防 災 行 政

無 線 の 更

新 整 備 に

伴 う 実 施

設計  

２  

佐世保市災害情

報共有システム

運用保守業務  

10,505,000  

（株）エヌ・

ティ・ティ・

データ九州  

特 命

随 意

契約  

   10,505,000   
災 害 情 報

共 有 シ ス

テ ム の 構
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築 運 用 保

守  

３  
J アラート表示

端末移設業務  
561,000  

エ コ ー 電 子

工業（株）  

特 命

随 意

契約  

   570,680   

J アラート

表 示 用 端

末 を 消 防

局 か ら 本

庁 舎 へ 移

設  

４  
防災行政無線支

障木伐採業務  
137,500  

（株）佐々緑

化土木  

見 積

合 せ

随 意

契約  

3   137,500   

防 災 行 政

無 線 子 局

周 囲 の 樹

木の伐採  

 

上記２及び３の契約は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項２

号及び佐世保市財務規則第１７７条１項但し書きに基づき、佐世保市

随意契約ガイドライン項目８一般的事例１－（１）「特殊な技術、機器

又は設備等を必要とするもので、特定の者と契約しなければ契約の目

的を達することができないもの」に該当するとして、特命随意契約の方

法にて締結している。  

そして、上記２の契約について特命随意契約を締結する理由は、佐世

保市災害情報共有システムが令和４年度に実施した「佐世保市災害情

報共有システム構築業務に係る公募型プロポーザル」において、受託者

となった株式会社エヌ・ティ・ティ・データ九州が構築したシステムで

あり、運用保守業務を実施できるのは同社のみであるということであ

る。  

また、上記３契約について特命随意契約を締結する理由は、Ｊアラー

トの取り扱いにあたっては専門的技術を有した者による作業や試験調

整等が必要であるとともに、緊急情報を受信するという設備の特性上

万が一障害が発生した場合には迅速に対応することが求められるとこ

ろ、エコー電子工業株式会社は、佐世保市のＪアラート導入及び更新整

備に携わっており、またその後の保守点検業務も同社が実施している

ため、佐世保市設備に精通し専門的知見を有する唯一の業者であり、機
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器の調達や試験、調整等の緊急時にも迅速に対応することが可能であ

ることが理由である。  

ウ 防災関係機関に対する情報収集伝達体制強化  

佐世保市内部及び消防機関においては、災害情報共有システムに各

機関が把握した災害情報を登録し、被害情報の収集・共有を図ってい

る。長崎県には長崎県防災情報システムにより被害情報の報告を行っ

ている。  
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エ 防災関係機関の勤務時間外における災害発生の際の情報収集伝達 

体制の確保  

佐世保市内で災害が発生した際は、消防局指令課または市役所当直

から防災危機管理局職員へ電話連絡が入ることになっている。  
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第６章 原子力施設の原子力災害対策 

 

第１ 災害予防対策 

１ 原子力事業者の防災業務計画の作成等 

原子力事業者（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

第４３条の３の５第１項の規定に基づく発電用原子炉の設置の許可を受け

た者、その他の原災法第２条第３号に規定する者をいう。佐世保市に関係

する電子力事業者は九州電力株式会社である。）は、原子力事業者防災業務

計画を作成するとともに、各種届出を行い、長崎県を通じ佐世保市に送付

する。原子力事業者は、原子力事業者防災業務計画を修正する場合は、あ

らかじめ長崎県と協議する。長崎県は、計画の修正について（佐世保市に対

し意見聴取を行う。 

佐世保市は、長崎県や九州電力株式会社との協議を踏まえ、２０２３（（令

和５）年１０月付け「玄海原子力発電所原子力事業者防災業務計画」を受

領している。同計画の内容は多岐にわたるが、その概要は以下の通りであ

る。 

 

第１章 総則 

原子力事業者防災業務計画の目的、定義、基本的な考え方、運用 及

び修正について記載している。 

第２章 防災体制 

緊急時体制の区分、原子力防災組織、原子力防災管理者の職務等に    （（（（（（（

ついて記載している。 

第３章 原子力災害予防対策の実施 

通報や業務に必要な設備、資機材等の整備、原子力防災教育及び  （（

原子力防災訓練の実施、関係機関との連携等について記載している。 
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第４章 緊急事態応急対策等の実施 

原災法に基づく通報、災害拡大防止や放射能影響評価などの応急措

置の実施、緊急事態応急対策等について記載している。 

第５章 原子力災害事後対策の実施 

原子力災害の復旧対策、行政機関等への原子力防災要員の派遣等に（

ついて記載している。 

第６章（その他 

他社原子力発電所等で原子力災害が発生した場合の原子力防災要員

派遣や資機材貸与等の協力について記載している。また、原子力災害に

おける、佐世保市の担当する事務は以下の通りであると想定されてい

る。 

 

① 原子力防災体制の整備 

② 通信施設及び通信連絡体制の整備 

③ 環境放射線モニタリング施設及び体制の整備の支援 

④ 環境条件の把握 

⑤ 原子力防災に関する知識の普及と啓発 

⑥ 教育及び訓練の実施 

⑦ 事故発生時における国、県等との連絡調整 

⑧ 応急対策活動に要する資機材等の整備 

⑨ 災害状況の把握及び伝達 

⑩ 緊急時環境放射線モニタリングの協力 

⑪ 住民等の退避、避難誘導及び救助並びに立ち入り制限 

⑫ 現地医療対策班の設置及び運営への協力等 

⑬ 被ばく者の診断及び措置の実施 

⑭ 住民等への飲料水及び飲食物の摂取制限 
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⑮ 住民等への汚染農水産物等の出荷制限等 

⑯ 災害復旧 

⑰ 各種制限措置の解除 

⑱ 損害賠償の請求等に必要な資料の整備 

⑲ 相談窓口の設置 

⑳ 放射性物質による汚染の除去の協力 

㉑ 放射性物質の付着した廃棄物の処理 

㉒ 避難住民の避難受け入れに係る協力 

㉓ 災害に関する情報収集・伝達及び広報 

㉔ その他災害対策に必要な措置 

 

また、消防局の事務又は業務は次のとおりである。 

 

① 原子力防災に関する知識の普及と啓発 

② 教育及び訓練の実施 

③ 住民等の退避、避難誘導及び救助並びに立ち入り制限 

④ 住民等の退避及び避難誘導並びに人命の救助 

⑤ 一般傷病者の救急看護 

⑥ 被ばく者の診断および措置への協力 

⑦ 避難等の誘導に係る資料の整備 

⑧ 防護対策を講ずべき地域の消防対策 

 

２ 情報の収集及び連絡体制等の整備  

佐世保市は、国、長崎県（、原子力事業者、その他防災関係機関と原子力

防災に関する情報の収集及び連絡を円滑に行うため、次に掲げる事項につ

いて体制等を整備している（。 
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（１）情報の収集及び連絡体制等の整備 

ア 佐世保市と防災関係機関相互の連絡体制の確保 

佐世保市は、国、長崎県、原子力事業者及びその他防災関係機関との

間において、原子力災害に対し万全を期すため、各機関相互の情報の収

集及び連絡体制のネットワークの強化、充実を図っている。その際、夜

間休日においても対応できる体制の整備をしている。 

イ 情報の収集及び連絡にあたる要員の指定 

佐世保市は、迅速かつ的確な災害情報の収集及び連絡を図るため、対

象地域における情報の収集及び連絡にあたる要員をあらかじめ指定し

ておくなど体制の整備を図るものとする。 

ウ 非常通信協議会との連携 

佐世保市は、長崎県及び非常通信協議会（地震、台風、洪水、津波、

雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し又は発生するおそれがあ

り、有線通信を利用することができないか又は利用することが著しく

困難であるときに、人命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序

維持のためであれば非常通信が可能となる（電波法第５２条）ことか

ら、１９５１（昭和２６）年７月に設立された。）と連携し、応急対策

等緊急時の重要通信の確保に関する対策の推進を図っている。 

（２）情報の分析整理 

ア（（人材の育成及び確保並びに専門家の活用体制 

佐世保市は、収集した情報を的確に分析整理するための人材の育成（ 

及び確保に努めているとともに、必要に応じ専門家の意見を活用でき

るよう、必要な体制の整備に努めている。 

毎年度において原子力事業所の事故を想定した（「原子力防災訓練」や

原子力艦船のトラブルを想定した（「原子力艦原子力防災訓練」で、緊急

モニタリング実動訓練や避難誘導訓練等を行い、人材の育成に努めて
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いるとともに、長崎県（（環境部（・危機管理課）から受託した専門事業者

が行う研修会や訓練等に参加し、人材の育成と確保を計画的に実施し

ている。原子力防災に関連する講習会の受講者にかかる実績は、以下の

通りである。 

 

 

また、２０２４（（令和６年）度に開催された原子力防災基礎研修のカ

リキュラムは以下の通りである。 
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イ 原子力防災関連情報の収集及び蓄積と利用の促進 

佐世保市は、平常時より原子力防災関連情報の収集及び蓄積に努め 

ている。 

ウ 防災対策上必要とされる資料 

佐世保市は、長崎県及び原子力事業者である九州電力株式会社と協

力して、応急対策の的確な実施に資するため、以下のような社会環境に

関する資料、緊急時モニタリング等に必要となる資料、防護資機材等に

関する資料を適切に整備し、適切に備え付け、確認できるようにしてい

る。 

（ア）原子力事業所及び施設に関する資料 

佐世保市は、九州電力株式会社より受領したパンフレットにより、

玄海原子力発電所の概要を把握している。 
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（イ）周辺人口や交通状況等の社会環境に関する資料 

佐世保市は、佐世保市の運営するポータルサイトの統計より、原子

力施設の周辺人口一覧（（ＵＰＺ圏内（：推計人口）を把握している。２

０２４（（令和６）年３月３１日時点の周辺人口は以下の通りである。 
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（ウ）周辺地域の気象資料や平常時のモニタリング等に関する資料 

原子力規制委員会では、放射線量率のモニタリング情報や気象 

（風向・風速）の情報をホームページ上においてリアルタイムで発

信（・公表しており（（（「放射線モニタリング情報共有（・公表システム」）、

佐世保市ではこのシステムにて環境測定状況を随時観察している。 
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【意見】 

 （「放射線モニタリング情報共有（・公表システム」は原子力規制委員会が運営

しているものであるが、避難住民をはじめとする多くの佐世保市民にとっては

有益な情報であるが、その一方で十分に認知がされていないものと考えられる。

佐世保市が実施する研修でも「放射線モニタリング情報共有・公表システム」

を周知するとともに、配布物（（パンフレット・ポスター等）を作成する場合に

は、（「放射線モニタリング情報共有（・公表システム」のホームページのＵＲＬや

バーコードを大きく記載し、佐世保市民への周知を進めていただきたい。 

 

（エ）防災資機材の配備状況等に関する資料 

佐世保市では、防災資機材の種類（・数（・保管場所等を整理した（「原

子力防災資機材管理台帳兼原子力防災資機材管理状況報告書」を作

成し、確認できるようにしている。 

「原子力防災資機材管理台帳兼原子力防災資機材管理状況報告書」

の内容は多岐にわたるが、概ね以下の通りである。 
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（オ）緊急事態発生時の組織及び連絡体制に関する資料 

佐世保市では緊急事態発生時の組織及び連絡体制に関する資料を

随時作成している。 

（カ）避難所等に関する資料 

佐世保市は集合場所（・避難所の一覧表を作成するとともに、その内

容を公表している。 

 

 

（３）通信手段の確保等 

佐世保市は、原子力防災対策を円滑に実施するため、国、長崎県及び防

災関係機関相互の連絡が迅速かつ正確に行われるように通信手段の体制

確保に努めているとともに、以下の項目を推進している 。 

ア 防災行政無線 
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佐世保市は、住民等への的確な情報伝達を図るため、佐世保市防災行

政無線の整備を推進している。 

イ 通信手段、経路の多様化 

佐世保市は、防災行政無線の機器故障やＮＴＴ回線の途絶等に備え、

下記のような多様な情報伝達手段の確保に努めている。 

 

① 長崎県防災行政無線の活用 

② 衛星携帯電話の活用 

③ 電気通信事業者等が提供する災害時優先電話等の活用 

④ 非常通信協議会との連携 

⑤ 移動通信系の活用 

⑥ その他有効な通信手段、経路の活用 

 

ウ 電気通信事業者が提供する緊急速報メールの活用促進 

佐世保市は、電気通信事業者が提供するエリアメール等、被災地への

通信が輻輳した場合においても、 指定したエリア内の携帯電話利用者

に災害及び避難情報等を回線混雑の影響を受けずに一斉同報配信でき

る緊急速報メールサービスの活用促進を進めている。 

エ 災害用伝言サービスの活用促進 

佐世保市は、一定規模の災害に伴い被災地への通信が輻輳した場合

においても、電気通信事業者が提供する、被災地内の家族（・親戚（・知人

等の安否を確認できる情報通信手段である、（「災害用伝言サービス」（（災

害用伝言ダイヤル（（１７１）、災害用伝言板、災害用伝言板（（ＷＥＢ１

７１））の活用促進を進めている。（「災害用伝言サービス」は大規模な地

震の発生等により被災地への電話がつながりにくい状況となった場合

に利用可能となる電気通信事業者のサービスである。 
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【意見】 

 災害用伝言サービスは災害時の安否確認等のために有益なものである。サー

ビスの利用体験は防災週間等のほか、各地域で開催される防災訓練の際にも可

能となる場合があることから、佐世保市民を対象とした研修や訓練の際に体験

利用を盛り込み、災害時の混乱を防ぐ手立てを行うべきである。 

 

３ 災害応急体制の整備 

（１）警戒態勢をとるために必要な体制等の整備 

ア 警戒態勢をとるために必要な体制 

佐世保市は、警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場

合、速やかに職員の非常参集、情報の収集及び連絡が行えるよう必要な

体制を整備している。また、事故対策のための警戒態勢をとるためのマ

ニュアル等の作成など必要な体制を整備している。佐世保市は、「災害

警戒本部対応の手引き」を作成しており（（ただし、原子力災害に限らな

い内容である。）、２０２４（令和６）年４月に改訂を行っている。 

イ 対策拠点施設における立ち上げへの準備体制 

佐世保市は、警戒事態又は施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場

合、対策拠点施設における立ち上げへの協力を行うため、あらかじめ職

員の派遣体制、必要な資機材等を整備している。 

（２）災害対策本部体制等の整備 

佐世保市は、原子力災害対策特別措置法第１５条の原子力緊急事態宣

言（（以下（「緊急事態宣言」という｡）が発出された場合又は佐世保市長が

必要と認めた場合は、災害対策本部を迅速（・的確に設置（・運営するため、

設置場所、職務権限、本部の組織及び掌握事務、職員の参集配備体制等に

ついてあらかじめ定めている。 
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（３）対策拠点施設における原子力災害合同対策協議会の派遣体制 

佐世保市は、緊急事態宣言の発出後、災害拠点施設に派遣する職員及

び派遣方法等について、あらかじめ定めており、放射線班に環境保全課

１名を派遣することとしている。 

 

 

 

（４）長期化に備えた動員体制の整備 

佐世保市は、国、長崎県及び関係機関等と連携し、事態が長期化した場

合に備え、（職員の動員体制をあらかじめ整備しておくものとする。  

（５）防災関係機関相互の連絡体制 

佐世保市は、平常時から国、長崎県、警察、消防、医療機関、指定公共

機関、指定地方公共機関、原子力事業者、その他防災関係機関と原子力防

災体制につき相互に情報交換し、各防災関係機関の役割分担をあらかじ

め定め、防災対策に努めている。佐世保市は、２０１１（（平成２３）年７

月１日、災害対策基本法の趣旨に基づき、長崎県県北振興局管内の市町

において大規模な災害が発生し、被災市町独自では十分な応急措置が実

施できない場合において、市町が相互の防災力を活用して、災害による
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被害の防止又は軽減を図るため、市町相互の応援について必要な事項を

定めた「長崎県県北区域防災相互応援協定」を長崎県や近隣市町と締結

している。 

また、佐世保市は、屋内退避又は避難のための立退き等の指示を行う

際に、国又は長崎県に必要な助言を求めることができるよう連絡調整窓

口、連絡方法を取り決めており、防災危機管理局が担当することとして

いる。 

（６）消防の相互応援体制及び緊急消防援助隊 

佐世保市は、消防の応援について長崎県内外の近隣市町村及び長崎県

内全市町村による協定の締結の促進、消防相互応援体制の整備、緊急消

防援助隊の充実強化に努めており、緊急消防援助隊の迅速な派遣要請の

ための手順、受け入れ体制、連絡調整窓口、連絡の方法の整備を進めてい

る。 

（７）自衛隊との連携体制 

佐世保市は、長崎県知事に対し自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよ

う要請手順、連絡調整窓口、連絡の方法、受け入れ体制等を取り決めてい

る。 

（８）広域的な応援協力体制の拡充・強化 

佐世保市は、国、長崎県と協力して、緊急時に必要な装備、資機材、人

員、避難や避難退域時検査に関する広域的な応援協力体制の拡充・強化

に努めている。 

（９）専門家の派遣要請 

佐世保市は、原子力事業者より特定事象又は警戒事象発生の通報を受

けた場合、必要に応じて国に対し、事態の把握のために専門知識を有す

る職員の派遣を要請することとしている。なお、現時点で派遣の実績は

無い。 
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（１０）人材及び防災資機材の確保等に係る連携 

佐世保市は、地震、津波等による大規模な自然災害等との複合災害の

発生により、防災活動に必要な人員及び防災資機材が不足するおそれが

あることを想定し、人材及び防災資機材の確保等において、国、指定公共

機関、長崎県及び原子力事業者と相互の連携を図っている。連携に基づ

き、佐世保市は、２０１８（（平成３０）年６月２６日、九州電力株式会社

より福祉車両を受領している。 

（１１）モニタリング体制等 

佐世保市は、緊急時モニタリングへの協力を行うための体制を整備し

ている（。 

ア モニタリング要員の確保 

佐世保市は、緊急時モニタリングを迅速かつ円滑に実施するために、

下記の通り必要な要員をあらかじめ定めている。 
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イ 関係機関との協力体制の整備 
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佐世保市は、長崎県、原子力事業者その他モニタリング関係機関と緊

急時モニタリングに関し、平常時より緊密な連携を図っている。 

ウ 環境放射線テレメータシステム等の活用 

佐世保市は、長崎県と連携し、必要に応じ平常時から環境放射線テレ

メータシステム等の活用に努めていることとしている。「放射線モニタ

リング情報共有（・公表システム」の活用するほか、玄海原子力発電所か

ら３０ｋｍ県内にある佐世保市内の庁舎にあるモニタリングポストや

モニタリング情報共有システム（長崎県から貸与されたＰＣ端末１台

を利用する）の測定値（（固定式観測局、電子線量計、可搬型モニタリン

グポスト等）のデータを平常時から確認している。 

４ 避難受入れ活動体制の整備 

（１）避難計画の作成 

佐世保市は、 原子力規制委員会が原子力災害対策指針において示した

緊急時護措置を準備する区域（ＵＰＺ）及び長崎県が示した方針に基づ

き、玄海原子力発電所から３０ｋｍ圏内の住民を対象にして、屋内退避

及び避難に係る避難計画を作成している。避難計画は多岐にわたるが、

避難計画の基本的考え方は以下のとおりである。 

 

① 玄海原子力発電所から３０ｋｍ圏内の住民が、３０ｋｍ 圏外の避

難所に避難できるような広域の避難計画とする。 

② 避難が必要な区域（避難対象区域）は、事故の状況に応じ、国、長

崎県及び佐世保市が設定するものとする 。 

③ 避難先は、地域コミュニティの維持に着目し、同一地区の住民が同

一地域内への避難できるように努めている。 

④ 佐世保市は、長崎県と連携して、放射性物質が放出される前に避難

行動が開始され、完了されるよう努めているものとし、高齢者、障が
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い者、外国人、乳幼児、妊産婦その他の要配慮者及び一時滞在者に十

分に配慮するものとする 。 

⑤ 佐世保市へ来訪者（観光客等も避難の対象とし、３０ｋｍ圏外まで

は地域住民と同様に避難し、３０ｋｍ圏外の適切な場所からは各人

の判断で帰宅等を行う。 

⑥ 避難にあたっては、住民が日常、服用している医薬品を携帯するよ

う 平常時から周知しておくこととする。また、緊急に避難して住民

が日常、服用している医薬品を携帯できていない場合や長期の避難

となる場合に備え、関係機関と協力して医薬品や医療用資機材を供

給する体制づくりに努めているものとする。 

⑦ 避難に際しては平戸市の一部住民について 、長崎県との調整を踏

まえて予め地域及び避難先を選定して受け入れに配慮するものとす

る。 

 

（２）避難計画における避難先 

避難計画対象地域別避難先の概要は、下記の通りである。 
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（３）避難計画における避難経路及び手段等 

避難計画では、避難計画策定対象地区の地形的特性を踏まえて、下記

の通り、避難経路及び手段により避難するものとしている。 

ア 避難経路 

可能な限り避難計画に定められた避難経路（幹線道路等）を通り、 

指定された避難所へ避難する。佐世保市は、避難経路について、住民に

対して事前に十分な周知を行う。 

イ 避難の手段 

（ア）避難は原則、自家用車両を利用するものとし、自家用車両により避

難が困難な住民については、近所の方との乗り合いや、集合場所に

参集し佐世保市等が準備する車両にて避難する。 

避難所における駐車スペースは、避難所に併設する運動場等の 

駐車スペースを利用することとし、不足する場合には、近隣のグラウ

ンド等を利用する。 

 

（イ） （ア）で避難手段が不足する場合には、佐世保市は長崎県に対し

て社団法人長崎県バス協会等の車両手配を要請し、手配された車両

にて避難を行う。さらに、避難に関して必要があると認める場合は

自衛隊の災害派遣要請を行う。 

ウ その他 

原子力事業者は、長崎県及び佐世保市からの要配慮者等の避難支援
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要請に応じ、車両等の輸送手段の確保に関する支援を行う。 

 

 

 



285 

 

 

 

（４）避難所等の整備 

ア 避難所の整備 

（ア）避難所の指定 

佐世保市は、学校や地区コミュニティセンター等の公共的施設を

対象にその管理者の同意を得て避難所としてあらかじめ指定してい

る。避難予定場所として地域ごとに一覧表を作成しているが、災害の

状況及び避難対象範囲により適宜選定することになっている。なお、



286 

 

佐世保市は要配慮者のため、あらかじめ福祉避難所等の要配慮者に

対応した避難先の確保にも勤めている。 
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（イ） 避難所の整備 

ａ 避難所及びその周辺の安全性を点検し、必要な整備に努めてい

る。 

ｂ 避難の長期化に対応して居室及び就寝スペースのほか、避難生 

活、避難所運営、救援活動等のための共有スペースの確保に努めて

いるとともに、食糧、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等の備

蓄に努めている。 

イ 避難誘導用資機材、移送用資機材及び車両等の整備 

佐世保市は、長崎県と連携し、住民等の避難誘導、移送に必要な資機

材及び車両等を整備するよう努めているとともに、必要に応じて長崎

県に対し支援を求めることとしている。 
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ウ 避難所における設備等の整備 

佐世保市は、長崎県と連携し、避難所において水、仮設トイレ、非常

用電源等の整備に努めているとともに、避難者が災害情報を入手でき

るようテレビ、ラジオ等の機器の整備を図るものとしている。 

一例にはなるが、非常用電源（（ＮＳＰによる太陽光発電設置）の備蓄

状況は以下の通りである。 
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エ 物資の備蓄に係る整備 

佐世保市は、指定された避難所又はその近傍に備蓄施設を確保し、食

糧、飲料水、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努

めている。 
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（５）要配慮者の避難誘導、移送体制等の整備 

ア 避難支援計画の策定等 

佐世保市は、要配慮者及び一時滞在者を適切に避難誘導するため、周

辺住民、自主防災組織、地域ケアシステム、ボランティア組織等の協力

を得ながら、これらの者に係る避難誘導についての（「避難行動要支援者

避難支援計画」をあらかじめ策定するとともに、作成後は、登録者及び

計画の内容について適宜更新する等実態把握を行う。 

なお、放射線の影響を受けやすい乳幼児等について十分配慮する。 

イ 病院、社会福祉施設の避難計画の作成等 

病院、社会福祉施設等において、施設の管理者は、原子力災害時に 

おける避難所、避難経路、誘導責任者、誘導方法、関係機関との連携方

策等についての避難計画を作成している。佐世保市は長崎県と連携し

て、施設の管理者が実施する安全確保対策に関し、必要に応じ指導、助

言その他の支援を行うものとしている。 

（６）住民等の避難状況の確認体制の整備 

佐世保市は、避難のための立退きの指示等を行った場合において、住

民等の避難状況を的確に確認するための体制を防災危機管理局内であら

かじめ整備している。 

（７）避難所、避難方法等の周知 

佐世保市は、避難や避難退域時検査、安定ヨウ素剤配布等の場所、避難

方法及び屋内退避の方法について、日頃から住民への周知徹底に努めて

いるとともに、原子力災害発生後の経過に応じて周辺住民に提供すべき

情報について整理し、下記のような「原子力防災のてびき」を作成してい

る（２０２４（令和６）年に改訂している）。 

 



293 

 

 

 

   

また、佐世保市は、２０２４（（令和６）年１１月３０日（（土）午前９時

１５分及び午前１０時２０分、長崎県原子力防災訓練に係る訓練として、

佐世保市江迎町内で防災行政無線を放送している。 
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① こちらは、佐世保市です。 

 

これは、訓練の広報です。 

現在、玄海原子力発電所において事故が発生しており、詳細につい

ては、現在、調査中です。 

住民の皆様は、屋内に避難のうえ、今後の情報にご注意ください。 

以上、訓練の広報でした。 

 

② こちらは、佐世保市です。 

 

これは、訓練の広報です。 

佐世保市災害対策本部よりお知らせいたします。 

現在、放射性物質の放出の恐れがあるため、半径３０キロ圏内の避

難指示が出されました。 

佐世保市では、江迎地区の避難を決定しましたので、避難時集合場

所へお集まりください。 

以上、訓練の広報でした。 

 

【意見】 

佐世保市は「原子力防災のてびき」を作成し、地域住民に周知を行っている。

もっとも、国際色豊かな佐世保市においては多様な国・地域から来た外国人が

暮らし、また多くの外国人観光客が佐世保市を訪れている。そのため、英語・

中国語など主要な外国語に翻訳した同内容の手引きを作成すべきである。また、

市内の大学・観光協会・米軍基地・飲食店等を介して配布（冊子だけでなくデ

ータ配布を含む。）するほか、ホームページやＳＮＳも活用し、広く情報提供を
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行うべきである。 

 

【意見】 

屋内退避や避難により、大人だけでなく子ども達の生活も一変することにな

り、事情を多く理解できないままでいると大きなストレスが生じかねない。「原

子力防災のてびき」は専ら大人向けのものであるから、佐世保市教育委員会と

も協議して内容や表現を精査し、子ども達に向けたパンフレットも作成・配布

すべきである。 

 

（８）学校等における避難計画の作成 

学校等施設の管理者は、原子力災害時における園児、児童、生徒及び学

生の安全を確保するため、あらかじめ避難所、避難経路、誘導責任者、誘

導方法等についての避難計画を作成している。佐世保市は、学校施設の

管理者が適切な避難計画を策定し、適切な避難訓練等を実施できるよう、

必要な指導及び助言を行っている。 

 

５ 緊急輸送活動体制等の整備 

佐世保市の道路管理者は、緊急時の応急対策に関する緊急輸送活動を円

滑に行う道路機能を確保するため、道路管理の充実を図っている。 

 

６ 避難退域時検査の実施体制の整備 

（１）体制の整備 

国の避難退域時検査及び簡易除染マニュアルに基づき、長崎県及び佐

世保市は、必要な人員の確保を行うとともに、資機材の整備に努めてい

る。消防機関は、救急自動車等の救急・救助用資機材の整備に努めてい

る。また、人員の確保のため、関係医療機関及び原子力事業者等への応援
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体制の整備を図っている。佐世保市は、２０１２（平成２４）年１月１

日、一般社団法人佐世保市医師会との間で、「災害時等の医療救護活動に

関する協定書」を作成し、その後は１年ごとに更新されている。 

 

【意見】 

「災害時等の医療救護活動に関する協定書」によると、佐世保市医師会は医

療救護活動を円滑に行うための医療救護計画を作成（・提出することになってい

る。医師（・看護師が減少した場合に体制を維持できるか、新型コロナウイルス

感染症などの感染症が蔓延している状態でどのように対応するかといった問

題は常に発生するので、医療救護計画は見直しの期間を定め、定期的に作成・

提出を求めるべきである。 

 

（２）検査の方法 

国の（「原子力災害時における避難退域時検査及び簡易除染マニュアル」

では、原則、自家用車及びバス等の車両検査により、避難者の検査を代替

することとしているが、長崎県では、車両の検査に加えて、ＯＩＬに基づ

く避難者の検査を行うこととしている。 

（３）検査の場所 

車両の検査は、避難計画に定める避難先の広場や駐車場等において行

う。また、避難者の検査は、救護所を設置する主な避難所において行うも

のとしている。なお、車両の検査場所と避難者の検査場所の移動につい

ては、負担軽減のためシャトルバスを運行する等、長崎県及び佐世保市

は平時から関係機関との連携に努めている。 

 

７ 救助･救急・医療及び防護資機材の整備等 

（１）救急・救助用資機材の整備充実等 
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佐世保市は、長崎県と連携して応急措置等の実施に必要な救急・救助

用資機材、救急自動車等の整備に努めている。佐世保市における備蓄は

以下の通りである。 

 

 

  

（２）救助・救急機能の強化 

佐世保市は、長崎県と連携し、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救

助・救急活動を行うため、相互の連携体制の強化を図るとともに、職員の

教育訓練を行い、救助・救急機能の強化を図るものとしている。 
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（３）医療活動用資機材の管理及び原子力災害医療活動等への協力 

佐世保市は、長崎県から配備された医療活動用資機材を適切に管理し、

災害発生時には避難所等における住民の健康管理に配慮するとともに、

長崎県が行う汚染検査等の原子力災害医療に協力するものとする。 

（４）安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 

佐世保市は、原子力災害対策指針及び長崎県地域防災計画等を踏まえ、

住民等に対する緊急時における安定ヨウ素剤の配布体制を整備し、安定

ヨウ素剤の予防服用が行えるよう、備蓄等の準備をしておくものしてい

る。 

佐世保市のヨウ素剤の準備状況は以下の通りである。 

 

（５）防災業務関係者の安全確保のための資機材等の整備 

佐世保市は、国及び長崎県と協力し、応急対策を行う防災業務関係者

の安全確保のための資機材の整備に努めている。また、応急対策を行う

防災業務関係者の安全確保のため、平常時より国、長崎県及び原子力事
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業者と相互に密接な情報交換を行うものとする。 

（６）物資の調達、供給活動 

ア 佐世保市は、国、長崎県及び原子力事業者と連携し、大規模な原子力

災害が発生した場合の被害を想定し、必要とされる食料その他の物資

について、あらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それらの供給の

ための計画を定めている。また、備蓄を行うにあたって、大規模な地震

等が発生した場合には、物資の調達や輸送が平時のようにはできない

という認識に立ち、初期の対応に十分な量を備蓄するほか、物資の性

格に応じ集中備蓄又は避難所の位置を勘案した分散備蓄を行う等の観

点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設けるなど、体制整備に

努めている。 

イ 佐世保市は、国、長崎県と連携のうえ、備蓄拠点については輸送拠点

として指定するなど、物資の緊急輸送活動が円滑に行われるよう、あ

らかじめ体制を整備している。 

 

８ 住民等への的確な情報伝達体制の整備 

（１）情報項目の整理 

佐世保市は、情報収集事態又は警戒事態発生後の経過に応じて住民等

に提供すべき情報について、災害対応のフェーズや場所等に応じた分か

りやすく正確で具体的な内容を整理している。また、住民に対し必要な

情報が確実に伝達され、かつ共有されるように情報伝達の際の役割等の

明確化に努めている。 

（２）情報伝達体制の整備 

佐世保市は、住民、関係機関等に対し、的確な情報を常に伝達できるよ

う、その体制の整備を図るものとしている。 

（３）住民相談窓口設置の整備 
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佐世保市は、国、長崎県及び原子力事業者と連携し、住民等からの問い

合わせに対応する住民相談窓口の設置等についてあらかじめその方法、

体制等について定めておくものとしている。 

（４）多様なメディアの活用体制の整備 

佐世保市は、国、長崎県及び原子力事業者と連携し、テレビ、ラジオ等

のほか、防災行政無線、広報車、ホームページ（インターネット）、ソー

シャルメディア等インターネット上の情報、ＣＡＴＶ、緊急速報メール

サービス等の多様なメディアの活用体制を図るものとしている。 

また、町内会等、消防団、農協及び漁協等の関係機関、病院及び福祉施

設並びに観光施設へ電話、ＦＡＸ等を利用して避難の指示等の内容を連

絡する体制整備に努めている。誤情報の拡散が発生した場合は公式見解

をいち早く発表する等、誤情報の拡散抑制に努めている。 

 

９ 行政機関、学校等の避難計画等 

佐世保市は、退避にあたっては避難先等を住民等へ周知し、退避後も継

続する必要がある業務については、退避先において継続して実施するもの

としている。また、原子力災害時における生徒等の安全を確保（臨時休校

の措置等）するとともに、学校実施の復旧、応急教育の円滑な実施を図り、

学校教育が早期回復できるよう努めている。公立の学校等は、佐世保市長

からの要請があった場合、学校施設の安全性を確認したうえで、避難所を

開設し、避難住民等の収容をはじめとした避難所運営を支援するものとし

ている。 

 

１０ 原子力防災に関する住民等に対する知識の普及と啓発 

（１） 佐世保市は、国、長崎県及び原子力事業者と連携し、住民等に対し

原子力防災に関する知識の普及と啓発のため、次に掲げる事項について
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広報活動を実施するものとしている。 

 

① 放射性物質及び放射線の特性に関すること。 

② 原子力施設の概要に関すること。 

③ 原子力災害とその特性に関すること。 

④ 放射線による健康への影響、モニタリング結果の解釈の仕方及び

放射線防護に関すること。 

⑤ 緊急時に長崎県や国等が講じる対策の内容に関すること。 

⑥ コンクリート屋内退避所、避難所に関すること。 

⑦ 要配慮者への支援に関すること。 

⑧ 各地域、地区の避難先及び避難経路、手段に関すること。 

⑨ 緊急時にとるべき行動、避難所での行動等に関すること。 

⑩ 避難所の運営管理、行動等に関すること。 

⑪ 原子力災害医療（応急手当を含む）に関すること。 

⑫ 放射性物質による汚染の除去に関すること。 

⑬ 放射性物質により汚染され、又はその恐れのあるものの処理に関

すること。 

 

（２） 佐世保市は、教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災教育

を実施するものとし、教育機関においては、防災教育に関する教育の充

実に努めている。 

（３） 佐世保市が防災知識の普及と啓発を行うに際しては、要配慮者に十

分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努め

ているとともに、被災時の男女のニーズの違い等、男女双方の視点に十

分配慮するよう努めている。佐世保市は、避難状況の確実な把握に向け

て、佐世保市が指定した避難所以外に避難をした場合等には佐世保市の
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災害対策本部に居場所と連絡先を連絡するよう、住民等へ周知している。 

 

１１ 防災業務関係者の研修 

佐世保市は、原子力防災対策の円滑な実施を図るため、防災業務関係者

に対し、関係省庁、指定公共機関等の実施する原子力防災に関する研修を

積極的に活用して、人材育成に努めている。 

 

１２ 防災訓練等の実施 

（１）訓練計画の策定 

佐世保市は、国、長崎県、長崎県警察、原子力事業者及びその他防災関

係機関と連携し、次の訓練を組み合わせた訓練計画を策定するものとす

る。 

① 災害対策本部等の設置運営訓練 

② 対策拠点施設への参集、運営訓練 

③ 緊急時通信連絡訓練 

④ 緊急時モニタリング訓練 

⑤ 原子力災害医療訓練 

⑥ 周辺住民に対する情報伝達訓練 

⑦ 周辺住民避難訓練 

⑧ その他必要な訓練  

 

佐世保市は、２０２４（令和６）年１１月３０日、下記の通り「令和６

年度長崎県原子力防災訓練」を開催している。 
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（２）訓練の実施 

ア 訓練 

佐世保市は、策定した計画に基づき、国、長崎県、原子力事業者及び

その他防災関係機関と連携し、定期的に訓練を実施し、防災業務関係者

の技術の習熟、防災関係機関相互の連携等を図るものとしている。 

イ 総合的な防災訓練の実施 

佐世保市は、国が総合的な防災訓練を実施する場合、長崎県及び原子

力事業者及び防災関係機関等と共同して参加するものとする。 

（３）実践的な訓練の工夫と事後評価 

佐世保市は、訓練を実施するにあたり、訓練想定について国、長崎県等

から助言を受けるとともに、訓練参加者の技術の習熟に資するなど、実

践的なものとなるよう工夫するものとしている。訓練を実施するにあた

り、当該訓練の目的、チェックすべき項目の設定を具体的に定めて行う
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とともに、訓練終了後の評価を実施し、必要に応じて原子力防災体制の

改善に取り組むものとしている。 

 

１３ 災害復旧への備え 

佐世保市は、災害復旧に資するため、国及び長崎県と協力して放射性物

質の除染に関する資料の収集・整備等を図っている。 
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第４部 

 

 

総括 
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第１章 全体的な評価・意見 

 

１ 防災・減災に関する事業に関する財務・事務執行について 

財政については、佐世保市全体の予算のほか、防災危機管理局を中心に

関係部局の予算について資料提供を受けた。 

既存の予算執行について、法令に明確に違反するようなものは見当たら

ず、これは評価できる。佐世保市の発展や将来的に災害に強い街作りは不

可欠である一方、佐世保市の財政が厳しい上に、その好転が容易に見込め

ないことを考慮すると、予算の配分にあたり、支出の見直しや行政改革を

通して、十分な予算の確保を検討していただきたい。 

    

２ 将来における防災・減災に関する施策の方向性について 

今後、少子高齢化に伴い、人口の減少がますます進んでいくと考えられ

る。そして、核家族化などの影響により地域のつながりの希薄化等が進ん

でいくことも想定される。そのため、地域における防災・減災の対策にお

いて、行政の役割がますます重要となっている。 

佐世保は災害が少ないというイメージがあるかもしれないが、例えば大

雨強風は毎年のように発生しているし、地震も将来発生する可能性は否定

できない。そのため、万が一を想定し、入念に対策を検討していただきた

い。また、防災・減災に関する施策は長崎県、国などが関与するものも多

く、佐世保市だけの判断で進めることができないことが含まれるものの、

佐世保市から主体的に情報提供を求めるなど積極的な意欲が求められる。

そういった対策を十分に行い、広く発信することで、佐世保市が安全なま

ちであることが周知され、佐世保市への人口流入、佐世保市全体の活性化

につながることが想定できる。 
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第２章 意見及び評価等 

 

防災・減災に関する財務・事務執行につき、法令、大綱等内規等を調査

し、過去の事例、事務処理の現状について確認した結果 

   ７件の指摘、３８件の意見、１４件の評価 

を呈示した。なお、区分について【評価・意見】としている部分について

は、１つあたり評価１件・意見１件と計上している。 

本件の監査を通じて、防災危機管理局をはじめ関係各所にて、防災・減

災をより推進するため、適切な支出の努力が垣間見えたところであるが、

さらなる適正化のため、本報告書の結果を役立てていただければ幸甚であ

る。 
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